









































後 藤 志 郎
Economical Efficiency of Nuclear Power Generation
Shiro GOTO
ABSTRACT
Conventionally, nuclear power generation was positioned in the basic electric power of our
country as electric power which was economical and excellent in supply stability.
However, Fukushima Daiichi nuclear disaster by the Great East Japan Earthquake clarified
correspondence expense to the accident risk of nuclear power generation.
After clarifying this social cost in the form of the premium of nuclear energy liability insurance,
you should judge the economical efficiency of nuclear power generation.
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資本費 ２．３円 ２．５円 ２．５円 ２．５円
燃料費 １．５円 １．４円 １．４円 １．４円
運転維持費 ２．１円 ３．１円 ３．１円 ３．１円
追加的安全対策 ― ０．２円 ０．２円 ０．２円
政策経費 ― １．１円 １．１円 １．１円
事故リスクへの対応費用 ― ０．５円 ０．９円 １．７円










































































３，６００万円 ２億４，０００万円 １２，０００円 １５，０００円 ６，０００万円
５．８兆円 １７億円 １１６億円 ５８万円 ７５万円 ２９億円
１０兆円 ３０億円 ２００億円 １００万円 １３０万円 ５０億円
２０兆円 ６０億円 ４００億円 ２００万円 ２６０万円 １００億円
（出所）エネルギー・環境会議コスト等検証委員会「コスト等検証委員会報告書」２０１１．１２，読売新聞２０１２．１．２０，
東京新聞２０１２．７．４より筆者作成。
後藤志郎
―２２― RIMIS SU，No．１９，２０１３
［注］
（１）経済産業省「エネルギー白書２０１１」：p．１０２
（２）経済産業省，２００３．１０．「エネルギー基本計画」：p．２
（３）経済産業省，２００３．１０．「エネルギー基本計画」：p．１４
（４）経済産業省，２００７．３．「エネルギー基本計画」：p．２
（５）経済産業省，２００７．３．「エネルギー基本計画」：p．８
（６）経済産業省，２０１０．６．「エネルギー基本計画」：p．５
（７）経済産業省，２０１０．６．「エネルギー基本計画」：p．１０
（８）経済産業省，２０１０．６．「エネルギー基本計画」：p．９
（９）経済産業省「エネルギー白書２０１１」：p．８
（１０）経済産業省，２００３．１０．「エネルギー基本計画」：p．５
（１１）２００２年に明らかになった東京電力管内の原子力発電
所（福島第一原子力発電所・福島第二原子力発電所・
柏崎刈羽原子力発電所）における自主点検記録の改
ざん事件以来，定期検査期間が長期化し，設備利用
率は大幅に低下した。２００１年に８０．５％であった設備
利用率は，２００２年度には７３．４％，２００３年度には５９．７％
にまで低下した。
（１２）原子力安全基盤機構「原子力施設運転管理年報 平
成２３年度版」：p．３６より。
（１３）電気事業連合会，２００４．「モデル試算による各電源の
発電コスト比較」：p．１より。
（１４）エネルギー・環境会議コスト等検証委員会，２０１１．１２．
「コスト等検証委員会報告書」：p．４
（１５）エネルギー・環境会議コスト等検証委員会，２０１１．１２．
「コスト等検証委員会報告書」：p．４１
（１６）エネルギー・環境会議コスト等検証委員会，２０１１．１２．
「コスト等検証委員会報告書」：p．４７
（１７）原子力損害の賠償に関する法律第３条第１項。ただ
し，その損害が異常に巨大な天災地変又は社会的動
乱によって生じたものであるときは，この限りでな
い。
（１８）原子力損害の賠償に関する法律第８条。
（１９）原子力損害の賠償に関する法律第１０条。
（２０）原子力損害の賠償に関する法律第７条。
（２１）エネルギー・環境会議「エネルギー・環境に関する
選択肢」：p．３
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